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第３回農協の新事業像の構築に関する研究会（議事録）

平成２１年７月２４日（金）９：３０～１１：４０１ 日時：

農林水産省第２特別会議室２ 場所：

３ 出席者：

宇佐美委員、大泉委員、黒田委員、河野委員、齊木委員、柴田委員、杉山（委員）

委員、鈴木委員、成清委員、牧委員、冨士委員、吉口委員

㈱ＪＡシンセラ佐々木常務取締役、コープネット事業連合赤松理事長、（説明者）

㈱リンガーハット鎌田専務取締役

藤本参事官、山口協同組織課長、長井経営・組織対策室長（農林水産省）

４ 議事内容：

定刻となりましたので、ただいまから第３回の研究会を始めさせてい○協同組織課長：

ただきます。

始めに、今月14日に行われた当省の人事異動により、経営局長が髙橋から今井に、

参事官が坂井から藤本に代わりましたのでご紹介させていただきます。

藤本です。よろしくお願いいたします。○藤本参事官：

なお、局長の今井は、本日、公務出張のため欠席させていただいてお○協同組織課長：

ります。

それから、本日は、前回に引き続き、農協・食品事業関係者からヒアリングを行

うこととしており、３名の方にご出席いただいておりますので、ご紹介させていた

だきます。

株式会社ＪＡシンセラの佐々木常務取締役でございます。

佐々木です。よろしくお願いいたします。○佐々木氏：

コープネット事業連合の赤松理事長でございます。○協同組織課長：

おはようございます、赤松です。○赤松氏：

最後に株式会社リンガーハットの鎌田専務取締役でございます。○協同組織課長：

鎌田です。よろしくお願いいたします。○鎌田氏：
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それでは議事に入りたいと思います。鈴木座長よろしくお願いいたし○協同組織課長：

ます。

それでは、議事の方に入りたいと思います。○鈴木座長：

本日は、まず前回の研究会でご質問のあった事項について、事務局それから全中

・全農から簡単にご説明をいただきます。

次に、先程紹介いただいた佐々木さん、赤松さん、鎌田さん、更に本研究会の委

員でもございますが、ＪＡはが野の杉山さんから、それぞれ現場で今、農協に対し

てどのような事業が求められ、また、実際に取り組まれているのか、具体的なお話

を聞かせていただき、その後、意見交換を行いたいと思います。

それでは、まず、協同組織課長の方から資料の説明をお願いします。

資料の２をご覧下さい。前回の研究会でご指摘・ご要望いただきまし○協同組織課長：

た事項のうち、農林水産省に対するお問い合わせについてまとめております。今後

のＧＡＰの推進についてでございます。ご案内のとおり、現在我が国では様々な種

類のＧＡＰが推進されております。そこで昨年の７月から「ＧＡＰの推進に係る情

報交換会」というものを４回ほど開催いたしまして、我が国におけるＧＡＰのある

べき姿や具体的な取組の進め方について話し合いを行ったところでございます。

とりまとめの主な内容ということで右下にまとめておりますが、様々なＧＡＰが

存在し、関係者も様々な考え方をお持ちでありまして、今後、一定の共通認識を持

って進められることが重要だというところまでは一致したという状況です。

今後は、我が国のＧＡＰに共通して求められる事項の整理や、標準化を行ってい

く、また指導の体制作りについて整理をしていくこととしており、近々農林水産省

で検討会を立ち上げて、議論を始めていくこととなっております。

次のページ、ＧＡＰの入力ソフト等に対する助成はないのかというお問い合わせ

に関しまして、現在行っているモデル事業をあげております。これはあくまでモデ

ル事業と言うことで、全国的な展開については、先程申し上げた検討会などで方向

性が定まった後になろうかと思います。以上でございます。

ありがとうございました。それでは、続きまして全中・全農から説明をお○鈴木座長：

願いいたします。

資料の３ということで、私の方からは１から５まで説明し、６から８は成○冨士委員：

清委員の方からということで説明させていただきます。

１の農業経営にＪＡが関わることについてどうかというご質問ですが、７月の全

中の理事会で、今回の農地制度改革に対応したＪＡグループの担い手・農地対策の

取組方針というものを決定しました。その中でＪＡ出資法人、それからＪＡ本体に

よる農業経営の取組ということも実需を踏まえてやっていく。具体的な進め方は下

にまとめておりますが、農地利用長期ビジョンづくりをやった上で農地の仲介機能

を果たしていくことを決定しております。
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２ページ目です。新規就農に対する取組ですが、先程の取組方針の中で位置付け

ておりまして、新規就農者に対するＪＡの支援を決定しております。下に、あるＪ

Ａの事例が載せております。

３ページ目ですが、農薬の適正使用に係る取組です。生産履歴記帳運動を全ＪＡ

で行うように取り組んでおりますが、今全ＪＡの９５％程度が取り組んでいるとい

う実績となっております。具体的な取組事例としてＪＡ宮城での「環境米」に関す

る取組を載せております。

４ページ目、ＧＡＰに関する取組ですが、いろんなＧＡＰを推進するコーディネ

ーターの育成を行っております。まず生産履歴記帳の徹底、ＧＡＰの導入、そして

実践と段階ごとに行っておりますが、第三段階では農林水産省の示している基礎Ｇ

ＡＰ項目を全て網羅した全農安心システムで行っておりまして、現時点での認証数

は１６９産地７８加工場となっております。ＧＡＰにつきましては先程話がありま

したが、色々乱立しておりまして、これが統一されれば生産者の負荷は軽減される

のではと考えております。

５ページ目、マネジメントができる人材の育成についてですが、全農が主催して

ＪＡの指導員、販売担当、ＴＡＣを対象としたマーケティング研修を行っておりま

す。私の方からは以上です。

それでは全農からは６ページ目、飼料事業、肥料事業、農薬事業の目指す○成清委員：

方向性については、①原料の安定確保、②製造・物流コストの低減、③生産性向上

対策、この３つは３事業共通事項です。その他事業別の取組方向について別紙の１

から３に書いております。

別紙１の飼料事業ですが、現状の課題としては、１つは配合飼料価格の再上昇と

高止まり懸念、２つはそうした飼料価格による畜産経営の悪化と生産基盤の縮小懸

念、３つめとして飼料原料の安定確保です。それらの解決に向けた取組を右にまと

めています。ページをめくっていただいて２ページ以降飼料とはどんなものか、飼

料価格安定制度ですとか飼料に関する資料が載せてございます。最後の６ページ目

に俗に言うエコフィード、食品製造副産物等の利用についてまとめてありますが、

これについて少し申しますと、発生行程によって大きく３つに分かれます。一番上

の食品製造副産物については現在でもかなり利用が進んでおります。残りの余剰食

品、調理残渣については条件さえ整えば使用したいとは考えておりますが、現時点

では利用実績はございません。

別紙２の肥料事業ですが、輸入のウエイトが高く、基本的に課題は飼料事業と同

じですが、特徴的なのは５つめの課題、多段階輸送による物流経費の増大です。飼

料の場合は直送が進んでいるのですが、肥料の場合は、袋の輸送になりますので、

どうしても途中仮置きしておく物流体制になっておりますのでそこの所が課題とな

っております。以下、飼料同様、対応取組、基礎資料等を載せてございます。

別紙の３の農薬ですが、これは前述の飼料・肥料と異なりまして、１つめの課題

として世界的な農薬需要により、外資メーカーが日本から他国にシフトしていった、

日本における新薬開発が衰退していったということです。以下の課題と取組は割愛
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いたしますが、ページをめくって新農薬の開発のところをご覧下さい。下の円グラ

フ見ていただくと判りますとおり、海外の主要原体メーカーのシェアが高まってお

り、日本の農薬事情にも大きく影響を及ぼし始めているということです。

本体資料に戻っていただきまして、７番目のＪＡのインターネット販売について

ですが、平成１３年にＪＡタウンというネットショッピングモールを開設いたして

おります。概要は下に書いてございますとおりですし、詳細な資料を資料４として

別途用意しておりますのでご覧頂ければと思います。

８番目のＴＡＣについてですが、前回お話ししたとおり、これまでの営農指導員、

営農経済渉外とは異なり、経済事業分野の総合窓口として各ＪＡに設置してもらい、

担い手に出向く活動を進めています。去年の４月導入ということでまだまだ始まっ

たばかりですが、これまでの１年３か月の実績を下に掲げております。人数、導入

ＪＡ数、そして相談件数等を掲げておりまして、この相談情報の蓄積により平準化

を行っていきたいと思っております。実際の取組事例を別紙５としてお持ちしてお

りますのでご覧頂ければと思います。以上です。

はい、ありがとうございました。それでは、ヒアリングに移りたいと思い○鈴木座長：

ますが、本日は、生産現場から消費段階の順にお話しを伺いたいと思いますので、

最初にＪＡはが野の常務でいらっしゃる杉山委員から、農家への訪問活動の内容や

資材コストの削減の取組などについて、１０分程度で説明をお願いいたします。

資料の５でございます。ＪＡはが野の概況が書いてございますが、平成９○杉山委員：

年に合併して発足しておりまして、正組合員１万７千名、販売高２１９億円の規模

でございます。イチゴを含む園芸が１５５億円、米麦畜産等で６４億円ですが、米

の方は年々単価が安くなってきているもので、減少傾向にあります。園芸の方はイ

チゴ、ナス、トマトが主力ですが、イチゴの販売高は８３億円と、栃木県産の１／

３を占めております。栃木県は毎年イチゴの販売シェア１位をめぐり、福岡県と激

しく（シェア）争いをしております。

貯金、共済、貸出については、全国的に言えば中庸といったところでございます。

２ページ目以降に生産販売事業についてまとめております。先程申しましたが平

成９年に合併しましたが、組合内の取組が旧農協単位になっていたため、これをＪ

Ａはが野として統一したい、特に生産部門で統一を図りたいと考え、まず生産部会

の統一を始めた次第です。

次に販売企画専門部署の設置を平成１４年３月に行いまして、市場一辺倒の販売

から、実需者のニーズに基づく販売への転換を図る、付加価値販売を行っていこう

と転換を図っているところです。

具体例としてあげております生食用イチゴですが、共販・共計体制の確立により

販売をＪＡはが野が一元管理することにより、様々なニーズに対応できるようにな

ったことで、付加価値販売が可能になった例です。

まず最初に実需者ニーズの収集と言うことで、卸などと量販店仕入れ担当者が産

地訪問に来られた時を最大限活用しています。量販店の意向に沿ったきめ細やかな
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ニーズに応えていくために聞かれたことを答えるだけでなく、こちらからも提案を

行っていく。

その次に、そうした量販店とのやりとりの中で、色々卸の話とは相違点がありま

して、ユーザーの中には必ずしもパック内に規則正しく並べる必要もなく大中小の

規格があえば充分であったりする場合もあり、規格の簡素化を図って、手間の削減

ができるようになりました。また、例えば量販店の週末特売に合わせた変則出荷な

ども対応できるようにしたお陰で、価格の上乗せができるようになった。

また、パッケージセンターの稼働によって、ユーザーの様々な要望に対して、具

体的な対応をできるようにしました。

４ページ目にパッケージセンター経由の販売額と市場販売額との表を載せており

ますが、年々パッケージセンター経由のウエイトが大きくなっているという資料で

す。現在買取を含めて３６億円程度となっております。

３番の営農指導体制の整備ですが、広域指導員体制、先程話しましたとおり、広

域合併を行うと、旧組合ごとの悪いところが一杯見えてくるわけです。それを正す

ために旧組合の垣根を越えた営農指導体制が必要になってくるということで、広域

指導員というものをスタートさせました。園芸特産事業の司令塔的役割として、こ

の広域指導員に動いて貰っておりますのが一つ。

もう一つ、営農経済渉外員。先程全農さんからの話の中でＴＡＣというのがあり

ましたけれども、はが野の場合、平成１５年からＡＣＳＨ（アクシュ）という、５

ページの冒頭にある英字の略と、日本語の「握手」をかけたものでございまして、

管内組合員との絆をより深くしようと動いて貰っております。営農指導は広域指導

員、ＡＣＳＨ、それと販売業務と兼務で行っている営農相談員と３体制で行ってい

るところです。

この中でＡＣＳＨが中心となって、記帳代行やら農家支援やら具体的な業務を行

っているところです。

６ページ目に４番目の購買事業における事業改革の取組ですが、先程全農さんか

らの話にもありましたが県域物流システムの稼働ということで、平成１４年に稼働

いたしました。コスト削減した部分を組合員に還元できるようにという考えで始め

てきております。そこに記したとおり、物流コスト比率を２％削減、人員について

は２２名分の配置転換・削減を行うことができたということであります。

それから全農との一体化事業ですが、ここについては色々と論議がありますが、

管内の利用者には同じ水準でサービスを利用して貰おうということで、アドバイザ

リーを含めて全農との一体化事業を進めているところであります。

一つは農機事業。重複機能も含めて全農と一体化していった方が良いとの判断で

平成１９年から行っております。

燃料事業については、栃木県内１０農協が一体会社を組成いたしまして、資本の

５１％を１０農協、４９％を全農が持ちまして、燃料、ＬＰガス等を一体化事業と

しております。具体的に申しますと、経費の削減によりガスの低価格販売の実施が

できるようになっております。

８ページに食材宅配事業が載せてありますが、こちらも全農との一体化事業を行
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っているということでございます。

９ページ目に機構図を載せてございます。特に総合企画部と営農経済部を中心に

して具体的な動きを行っております。

１０ページ目、１１ページ目ですがＡＣＳＨの活動内容、県域物流のコスト削減

内容について載せてございます。説明は省略させていただきます。以上です。

はい、どうもありがとうございました。それでは、続きまして株式会社Ｊ○鈴木座長：

Ａシンセラの佐々木常務から、直売所を農協の子会社で運営することとされている

背景や会社の地域での活動内容などについて、１０分程度でお話し願います。

岩手から来ました、佐々木と言います。よろしくお願いします。私どもは○佐々木氏：

岩手中央農協、盛岡市を中心にした１市２町からなる農協の子会社です。農協本体

は最近広域合併により小回りがきかなくなってきており、役割分担的に設立された

子会社である訳です。農協本体が大規模農家向けの取組を行い、我々子会社が地産

地消を基礎として零細農家向けの取組を行うと、そういう役割分担であります。

資料１にありますように、平成１７年３月１日に会社を設立したわけですが、当

時農協本体は組織の肥大化により決裁も遅い。合併後で各部門部署で就業規則がバ

ラバラ、意識改革も各部門部署ごとでバラバラ。人材育成も、部門が多くなりすぎ

て、まったく違う部門に異動になることもありなかなか専門家が育たない。そうし

た問題を解決するため、専門的な動きをする会社を立ち上げたと言うことです。そ

の際に、農協の経済事業の中で一番元気のある直売所部門と葬祭部門を引き継いだ

ものですから、初年度から黒字を出しております。

この会社の特徴は外注を一切していないことです。料理から花の盛りかごから全

部自家製で、地元の食材、花を使っておりまして、地元から期待されていますし、

地産地消という観点からは非常に効果が出ている会社とも言えます。

この事業の子会社化に関するメリット・デメリットですが、農協職員というのは、

後ろの方にＡコープの事業改善を私がやっていた時の話が載った資料がありますが、

やる気はあっても仕事の仕方を知らない、そういう時代があった。一応Ａコープも

スーパー（マーケット）の一つなんですけど、周りのスーパーはありとあらゆる面

で進んでいて、一方のＡコープ、農協はただ仕入れて置いておくだけしかしていな

い時代があった。いかにお客さんに買って貰うかを考えないで、赤字を続けていた

時代があった。そこで、商社の一流企業をお辞めになった方を１年間だけという約

束で現場に入って貰ったところ、その日からその部門は効果が出た。他部門もそれ

を見て、その部門を真似したり、非常に意欲的になった。それから３年経って売上

１．５倍、粗利２倍ぐらいになって、農協の利益の一柱を担うようになってきた。

さらにいかに「人」が大事かというと、その後の２店舗目の改装の時、３部門から

それぞれの部門のナンバー２の人間をそちらへ連れて行ったところ、３年後に同じ

ような結果を出した。人次第で大きく変わることを実感した次第です。

その後、スーパー業界も大変になってきたので、直売所事業にシフトしていこう

ということになりまして、直売所にしても他の直売所と同じでは利益も効果も出な
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い、うちにしかできない直売所をやっていこうと考えました。

ご承知のとおり、東北は冬場が長くて安定的に商品を供給すること、利益を上げ

ることが難しい。そこで集客力のある産直を利用して地元の食材を利用した加工品

等を販売し、安定的な利益の確保に努めてきた状況です。その中で、農協合併が進

んできまして、ビジネスチャンスが増えた。組合員が増えるすなわち利用者が増え

るし、産直商品が増える。一番良かったのは区域が広がる訳ですから、旧組合ごと

の異なる特産品が集まるし、その新商品開発の枠も広がった訳です。

私共子会社と農協が違うのは、農協はまず地域貢献を考えますが、子会社はまず

利益、利益が出たら地域に還元しようと、その方が長続きするだろうということで、

今利益が出ておりますので、色々と地域に還元しているところです。先程申し上げ

たとおり、事業の核となる利益事業があると色々と他の事業も挑戦しやすいのです

が、うちの場合は設立５年目にして全部門黒字化しそうな状態です。前は仕出し部

門が赤字部門でしたが、今年は勢いも良く、黒字化しそうで、ますます新たな部門

に挑戦できるのではないかと考えております。

特に直売所事業の部門については、４本の地産地消の柱で実践しております。資

料３にありますが、産地直売所。加工品。学校給食用食材供給、これには外食への

供給も含んでおります。それと食育。

さらに今年からは特別な事業として第６次産業支援アドバイザーということで直

売所に人員を張り付けました。これは地域全体の産地化を狙ったものですが、産地

化には生産者個人が問題になってくる。そこで生産から販売、加工まで生産者を個

別にアドバイスすることで個人の収入の増加を目指す、それが店に帰ってくると。

例えばアドバイスで昨年非常に伸びた商品がありまして、それは枝豆です。今まで

東北では、盆過ぎにしか出なかったのが、盆前に出るようになった。そうなるとビ

ールのおいしい時期に出ると言うことで飛躍的に販売が伸びた（一同笑）。ビール

の出荷が伸びるのが盆時期で、その頃管内では閑散期で何も作ってなかった。ブル

ーベリーも終わり、桃が出てくる前で、この時期に何かを作れば新たな収入になる

のではと分析した次第です。来年はミニトマトを考えております。

３年ほど前に直売所があることによって耕作放棄地がどうなるのか調査を行った

ことがありまして、１５％ぐらいの方が「直売所がなくなったらやめる」というよ

うなありがたい回答を得まして、農業者にとっても直売所が役立っていると考えて

おります。

あと、直売所の全国組織がいま３つありまして、１つ目は全国直売所研究会。こ

れは商系の方々の集まりです。２つ目の全国農産直売ネットワーク。こちらは財団

法人の都市農山漁村交流活性化機構というところが直接生産者の直売所を支援して

いるところで、一番歴史があります。３つ目が全中さんでやっているＪＡ地産地消

全国協議会で農協のファーマーズマーケットが中心です。

ご案内のとおり、スーパーやコンビニ流通業界が発展していくと大型化するとお

り、直売所も年々大型化しております。大型化するためには商品を供給する生産力

が必要ですが、農協は直接生産者を組合員として持っているわけですし、生産者の

資本力の強化、営農指導を直接行える農協というのは優れた直売所を作っていける
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のではないかと考えております。またそうした直売所が今非常に元気ですので、こ

れが農協改革の起爆剤になるのではないかと考えております。

私共は先程も申したとおり、地産地消を全面に、食育を通じて豊かな食生活を提

案・提供する。そのために農商工連携も図る。地域が潤う。地域の活性化が図られ

る。私共は農協の子会社ですし、小さな末端運動かもしれませんが、こうした好循

環により地域の活性化が図られ、大きな国民運動になれば良いなあと、そういう思

いを込めてやっております。以上でございます。

はい、ありがとうございました。それでは、続きまして、コープネット事○鈴木座長：

業連合の赤松理事長から、生協として、農協系統と行っている事業連携の内容や連

携する上での課題・要望などについて、お話しをお願いします。

それでは、資料ですが、印刷した３枚紙、「コープネット案内」というパン○赤松氏：

フレット、「産直データブック２００８」という厚めの冊子、それから「生協産直

は日本の食の未来を創りつづけています。」というパンフレットの４つでございま

す。

まず、コープネットの概要でございますが、案内のパンフレットの３ページを御

覧いただきたいのですが、全国に生協が沢山あるわけですが、それらがグループに

なっております。コープネットはその中の１つでして、会員生協がいばらき、とち

ぎ、ぐんま、ちば、さいたま、とうきょう、ながの、にいがたの８つでございます。

組合員数が３５４万人、総事業高４，９８７億円となっております。なお、日本生

協連との関係は、その下にありますように、全国組織が日本生協連となっておりま

すが、上と下という関係ではなく、事業連合会と中央会といった関係です。

この４，９８７億円のうちの約８５％が食品を扱っております。

２つの事業をやっておりまして、７ページにありますが、宅配事業というのをや

っております。こちらが、大体３，３００億円となっております。次のページにあ

る店舗事業が１，６００億円となっております。それから最後のページに「日本を

食卓から元気にしたい。」とありますが、実は昨年から自給率向上だけではなく、

元気な日本は食卓からというスローガンで活動も事業も行っているところです。

説明紙に戻りまして２番目の２００８年度取引状況ですが、産直データブックと

いう冊子を使いまして説明いたします。

農産品販売額ですが、説明紙だと冊子の１ページと記載してますが、４ページの

間違いです。４ページをお開け下さい。加工品を除く食品を各部門ごとに載せてお

ります。農産物は青果と野菜ですが、これで５４０億円供給しております。そのう

ちの産直の供給高を隣に載せております。すいませんがページ１枚戻っていただい

て３ページをご覧下さい。産直の定義ですが、契約をしていること、栽培履歴を取

っていること等の５つの条件をこちらに記載しておりまして、これら条件が揃った

産地を産直産地と定義しております。４ページにお戻り下さい。農産物の産直割合

は大体半分で５４５産地ありまして、点検だけでも大変なんですが、頑張っており

ます。ではこの中でＪＡさんはどれぐらいかと申しますと、説明紙には全体５４０
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億円のうち５５％となっておりますが、これは産直と市場流通合わせた数字です。

産直イコールＪＡと言うわけではありませんで、実は系統外産直もかなりあるとい

うことでございます。それで、具体的な産直産地はどういうところなのかと申しま

すと、冊子の１４ページ以降にございまして、名前にＪＡと付いているところ、付

いていないところございます。２７ページ以降には管内エリア外の産直産地を記載

しております。

次に米の販売ですが、冊子の４０ページを御覧いただきたいのですが、非常に特

徴的でございまして、産直産地の全てがＪＡとなっております。これは何故かと申

しますと、全国の産地を調査に回りまして、成績上位から並べたらこうなったとい

うことで、ここに記載されているＪＡさんは非常に米の管理能力に優れていると言

えます。年間契約を結びまして、防除歴も記載して貰いますし、我が方も抜き打ち

検査へ行きますが、現場指導はＪＡさんにお任せしている状況です。販売額は小売

りベースで１７６億円でございます。ここはＪＡさんとの繋がりが強い部門といえ

ます。

次に青果集品センターとありますが、こちらは冊子の３３ページにございます。

宅配事業は各家庭まで野菜を運ぶわけで、鮮度管理が大変なわけです。そこに記載

している宅配の物流センターを造りまして、なるべく早く、収穫の翌日には届くよ

う鮮度管理しております。説明紙の２ページにありますように、宅配の物流センタ

ーは５カ所ありまして、そのうちＪＡさんに作業委託を行っているのが４つござい

ます。ＪＡさんに作業委託をしてはおりますが、扱う野菜には系統外品もございま

す。産地の方と定期的に品質向上の会議等も行って貰っており、このセンターを通

して販売する品は品質が向上しておりまして、ＪＡさんからの営農指導的な形で力

を発揮していただいております。

なお店舗事業につきましては同じページの下の方に書いてございますが、戸田市

のセンター１カ所に集めまして各店舗に配送しますが、こちらもＪＡさんに作業委

託を行っておりまして、かなりの取扱高になっております。

次にＧＡＰの取組ですが、実はコープにも独自のＧＡＰがございます。ＧＡＰは

先程の農水省さんの話にもありましたけども、色々種類がありまして、当方として

もどこかで統一化が図られないものかと憂慮しているところでございます。

３番目の生産者、消費者の連携とありますが、冊子の５ページをご覧いただきた

いのですが、生協とＪＡさんとで協定を結びました。コープネットエリア８都県Ｊ

Ａ連絡会を結成しまして、先程のご案内のとおり全国から産直産地ということで業

務をおこなっておりますが、極力エリアの中から農産物を集めていこうという協定

であります。これにはエリア内の系統外の農家さんの農産物も含まれると言うこと

であります。

４番目、生産者と組合員の交流ですが、これはかなり活発でして冊子の１０ペー

ジに例がございます。各生協に組合員がおりますので、組合員の方々が産地交流し

ております。これはＪＡさんの事例もありますが系統外の産地さんの事例もありま

す。大きなところでは、いばらぎコープですと「惚れ惚れ収穫祭」という、全農さ

んの県本部と共催でやっております。それから千葉では「きやっせ物産展」という
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イベントを共同で行っております。産地交流はこうした形で年間８０事例３千人の

組合員さんが産地に行って交流しているということです。

それから「田んぼの生き物調査」という子供向けの交流を、杉山委員のＪＡはが

野の協力を得まして行っております。

５番目の自給率の向上の取組ですが、これもＪＡさんのお力を借りて行っており

ますが、今年は岩手を中心に、長野、千葉、茨城、群馬などで行っております。今

年からＪＡ県本部に入って貰ってエコ循環米の取組を行っております。

最後に望むことなんですが、説明紙に書いたとおりでございまして、ＪＡはイン

フラが整っておりますので、広く活用できるように系統外の方々含めてお願いした

い。それから今後とも生産者と組合員との交流を継続したい。３つ目に、これは我

々生協側もそうなんですが、判りやすい情報提供をお願いしたい。４つめに公益性

と効率性。（ＪＡの組合員に対する）公益性は判るんですが、だからといって効率

性を求めないと、なかなか取引は進められない。そこは一つお願いしたい。５つめ

として協同組合間の取組ということで、先程言いました協定等、さらに協力して行

っていきたいなと考えております。以上です。

はい、どうもありがとうございました。それでは、最後に株式会社リンガ○鈴木座長：

ーハットの鎌田専務取締役から、外食事業者としての立場から、農協系統との状況

や取引する上での課題・要望などについて、お話しをお願いします。

リンガーハットの鎌田と申します。よろしくお願いいたします。○鎌田氏：

まず、私共の会社をご存じない方もいらっしゃると思いますので、少し概要だけ

説明します。一番最後６ページにありますように、長崎ちゃんぽんのリンガーハッ

トと、とんかつの浜勝という外食をやっておりますが、実は発祥はとんかつの方が

先でして、昭和３７年に創業しまして現在１１０店舗。長崎ちゃんぽんのリンガー

ハットの方が昭和４９年のスタートしまして現在４４０店舗程度です。

本日は全農さん、ＪＡさんとの取引の中で、キャベツに絞ってお話しさせていた

だきます。今当社と系統さんで取引しているキャベツは約年間２千㌧お願いしてま

す。我々全体では年間６千㌧のキャベツを使っているんですが、残り２／３はよそ

のキャベツを使っております。６千㌧全て契約栽培でございます。

次の２ページは、申し上げました系統と、他の産地との違いについて、我々が感

じていることを比較をしたものでございます。例えば私共毎日店舗での（キャベツ

の）使用量は変化する訳ですけど、どちらかというと、一定量を納入したいとおっ

しゃるのが系統の方々。それ以外のところというのは、我々の売上の増減に対応し

て日々調整していただいている。

それから規格については、系統の方々は自分達が使っている規格を用いて「これ

でどうですか」と言ってくる傾向がある。それ以外の方々は基本的に我々の希望に

沿ってくれる。こういう差があると感じております。

それから、我々も営利企業ですから、良いものを安く仕入れるのが基本ですから

年一回の契約時前にコンペを実施するのです。その際、（系統以外の方々は）やり
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やすいんですが、系統さんの場合、生産者保護という建前がありますから、なかな

か我々が考えるコストが価格に反映されない面があります。こういったことを感じ

ております。

３ページ目ですが、系統取引に要望する点をまとめております。色々ありますが、

この中でも⑤、⑥、⑦に書いているところでございます。

まず⑤の人の問題。私、調達の仕事に就いて１６年になりますけど、最近感じる

変化が、先程から他の方がおっしゃってますが、合併がありまして、指導員の方が

配置転換になります。そうすると折角長い時間かけて品種改良だとか、栽培の指導

であるとか、そうした指導業務をきちんと行ってきた人が、ある日突然代わられる。

まったく知らない別の方が来られる。つい先日までできていたお話しが通じなくな

る。我々としては、指導員の方とか、企業の担当者とお付き合いされる方の人事は

考えていただきたい。折角の関係が長続きしないことは非常に残念に思います。

私共、全産地を訪問するようにしてますけど、ただ私共が生産者を訪問するだけで

なく、生産者の方々も一緒に他の地域の生産者のところに回っていただく、生産者

同士の交流も行っております。もう２０年以上行っております。当然ＪＡさんとも

こうしたことを行っているのですが、そうした中で感じているのは、私共と直接契

約している生産者の方々の方が人間関係が強い。ＪＡさんとも同様な強い人間関係

を築きたいと思っており、ここのところをお願いしたいところです。

⑥の商品については、色んな産地を訪問している時に思うのですが、折角こだわ

って良い商品を生産されているのですが、簡単に言うと名前の付け方が下手で、チ

ャンスロスをしている商品が多い。もう少しネーミングにも気を遣っていただきた

い。あと、その商品の開発部署である試験場は、未だに我々民間企業には敷居が高

い。もう少し入り易くしていただきたい。

⑦なんですが、我々お願いしている産地でもそうだし、全国的な問題だとは思う

のですが、生産者の方の高齢化はどんどん進んでおりまして、訪問時に廃業したい

とか、ほ場を放棄したいとかいうお話しを聞かされます。当然、法人化の話は各地

で聞きますけど、ある農家の方は、法人に賃貸借するのも良いが、部分的に売却し

たいという話も聞きます。どうも国で行っている法人化ですとか集約化ですとかと、

現地での感覚にズレがあるように思われます。折角そこに優良産地ができ上がって

いる訳ですし、生産を続けられるような手だてをお願いしたい。以上です。

はい、どうもありがとうございました。それぞれ、大変特徴的な取組をさ○鈴木座長：

れておられる方々から、大変貴重なお話をいただきました。それでは、自由な意見

交換に入りたいと思いますが、どなたからでも結構ですが、いかがでしょうか。

吉口委員、何かございませんか。

：特に質問はありませんが、意見を３つほど言わせていただきます。○吉口委員

１つ目は、９５％以上のＪＡが生産履歴の記帳をしていると説明がありまして、

そこだけ聞くと取組が随分進んでいるなと思うわけですが、具体的に見ると、米に

ついては記帳率１０％以下のＪＡが８．６％もあり、取組が進んでいないＪＡも多
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数あるのが実態です。このような状況を改善するためには、きっちりと各ＪＡ毎の

対応状況を開示することが必要と考えています。実需者はきっちりと公表している

ＪＡからものを買うので、公表するだけでもＪＡ間の競争原理が働き、改善につな

がるのではないかと考えています。系統全体の底上げが難しいのであれば、取組が

できているＪＡと、できていないＪＡとを別々に管理して差別化が図られるように

していくことが必要ではないかと思います。

また、第１回でお話しした鮮度維持について、本日も、生協さん、リンガーハッ

トさんのお話しや資料にもあったように、コールドチェーンの重要性が高まってき

ております。先進的な所ほど、行き着く問題になってくると思います。ただ、こう

いった大きな問題（コールドチェーン）を民間企業が個別に単独に整備するとなる

と手間と時間がかかる訳です。このような大きな問題については、政府や農協系統

が先頭に立って取り組むべき問題だと思います。鮮度管理を徹底しておいしい野菜

を供給することにより、野菜嫌いな子供を無くしていく、食育の観点からも、早急

にお願いしたい。

最後に農産物のマーケティングについてですが、キュウリ一つとっても多い所で

１３から１４の規格があると聞いております。非常に規格が多すぎて、選別に多大

なコストと労力がかかっている。私から見ると、生産者は、自分で自分の首を絞め

ているようにすら感じられる。本当に消費者はそこまでの規格を求めているかは疑

問でして、もっと消費者が何を望んでいるのかを考え、規格を簡素化したり、また

ＪＡごとにバラバラである規格の統一化も図っていくことが必要ではないかと思っ

ております。ＪＡがもっと実需者、消費者から真の需要を収集し、生産者に具体的

な情報として還元する必要があると思います。以上です。

どうもありがとうございました。今のご指摘について、何か全農さんから○鈴木座長：

意見はありませんか。

３番目のマーケティングについては、青果物は卸売市場があったため、生○成清委員：

産者、農協は、卸売市場に出荷する（市場に出す）ことを前提に農作物を作ってお

ればよく、誰かに売るために作るという意識はない。正確には必要としない時代が

長く続いてきたといえます。しかし、生活が豊かになり、消費者の食に対するニー

ズが多様化するなかでは、これまでのこうした考えでは、買ってもらえない、ある

いは期待する価格では捌けない時代を迎えつつあると考えています。全農としては、

担い手対応を手掛ける中などで、「作ったものを売るから、売れるものを作る」へ

の意識改革の必要性を農協や生産者に働きかけているところです。ＪＡはが野では、

先程の杉山常務の説明にあったように、このような観点で取組をされており、ＪＡ

の販売実績も上がり、生産者の所得も上がっています。また、全国では、このよう

な先進的な取組をしている例は数多くあります。

また、コールドチェーンについては、必要なことですし、全農としても手掛けて

いますが、農協も全農も民間である点は誤解のないようにお願いしたい。
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コールドチェーンの話ですが、私は整備が進んで来ていると思うし、重要○柴田委員：

性もその通りだと思う。赤松さんが言われているのは、農協が持っている予冷施設

などを系統外でも使える仕組みができないか、ということではないかと思う。その

ことは理解できる。一方、卸売市場でも冷蔵設備の整備が進んできている。ただ、

私としては流通段階のコールドチェーンの整備については、政府の協力が無いと整

備を進めていくのは難しいと思う。我々も（流通段階の）取引先に口を挟んでいき

たいと思うし、国にも流通段階での整備の推進をお願いしたい。まあ、一昔前より

随分進んできたとは思いますが。

この件については、行政の方からも一言いただきたい。○鈴木座長：

本日は食品流通の担当者がいないので、正式な見解については、次回○協同組織課長：

お示ししたいと思いますが、コールドチェーンの施設、特にＪＡを含めた生産段階

の施設については、国庫補助事業によりかなりの数が整備されております。赤松さ

んのおっしゃる問題、系統外の出荷についてもＪＡの施設を使わせるというのも、

今後推進していかねばならないと思います。ただ、問題は、生産者と小売店の間に

当たる卸売市場段階の低温施設については、前回の資料にもあるとおり、１０％強

しか整備されていないことで、ここの整備が重要と考えております。

ありがとうございました。他に何かありましたら。それでは大泉委員。○鈴木座長：

赤松理事長の報告の中で、農協の公益性と効率性の話がありましたが、こ○大泉委員：

れは大事な視点です。ご本人は効率性について言及されていたようですけど、農協

の公益性について。農協の公益性はどこにあるのか。先程成清委員の話の中では

「民間である」とおっしゃってまして、民間としての対応を行うと。これに対し吉

口委員の認識は公益性があると示された（吉口委員から「半官半民という認識で

す」との発言）。これは多くの公的投資がＪＡを通して行われてきたということが

社会常識としてあるからだと思うのです。

また、農水行政はこれまで、生産者や市場に対する公的投資を行ってきたが、問

題は消費・流通形態が多様化していく中で、市場外流通や産直、コールドチェーン

といった新たなシステムが出現している中で、農政が横断的に対応できなくなって

いて、生産は生産、流通は流通、消費は消費となっている。本来だと産地から消費

者まで情報が繋がっているべきで、本日の赤松理事長の資料など良い例で「うちの

商品の生産はここです」と消費者に目で見て判るように努力されている。

コールドチェーン体制や新たな流通システム対応として、誰が何処に公的な支援

をすれば解決するのかを明確にしていかないと、ＪＡ側もどういう対応を取ればよ

いのか、どういう新事業を立ち上げればよいのかが判ってこない。農政の課題とし

て、新しい事業を造るための効果的な助成というのは何処がポイントなのかを検討

していく必要があると思います。
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どうもありがとうございました。それでは牧委員。○鈴木座長：

流通とかコールドチェーンの話が出ていますが、過去を振り返ってみると、○牧委員：

たまたま個人的に１９７１年にアメリカにいったんですが、行くときに農水省の方

から、「これからはコールドチェーン、流通改革だ、皆さん方はこれからアメリカ

に行かれたら是非そのシステムを学んで帰ってきてください」と言われた。かれこ

れ３８年ぐらい前の話し。その当時から流通システムは全然変わっていない。

これはたぶん日本という国のシステムが止めていたんではないかと思う。それぞ

れ関連する人たちにとって早く変わると困る部分があるんです。つまり既得権があ

った。もしそのシステムに公益性があれば、既得権で片付くことはなかった。しか

し３０数年前から変わらないということは、これをやったら損をするぞという考え

が色々な分野にありすぎて、結果的に変わらなかった。

先程農協の方が「農協は作る側だ」とおっしゃっていたが、これは言ってはなら

ない台詞。作るのはあくまでも生産者であって、生産者は「農協に販売をして貰っ

ている」と思っている。農協に「自分は作る側だ」と言われてしまうと、生産者は

誰に売ってもらっているのかとなってしまい、これもおかしい。つまり３８年前に

言ったことが実行されていないというこの社会そのものがおかしいということ。

この場（研究会）で農協がどうとか流通がどうとかいう話しが出ていますが、全

部一緒です。それぞれの分野が「公益性」ということを考えていけば、全体が変わ

っていくはずです。変わらないのはそれぞれの分野でなにかがあるから。失礼な言

い方ですが、リンガーハットさんに生産者の育成の心配までしてもらわなければな

らないということもおかしい。生産者は色々なことを考えながら仕事をしているが、

流通システムそのものは生産者では変えることはできない。どこが変えるのか。こ

の場で考えないと進まないと思う。これからまた何も変わらずに３０年が立ってし

まわないように。以上です。

大変重いご指摘をいただきましたが、今の意見に何か。無ければ、全員に○鈴木座長：

意見をいただくと言うことで、冨士委員どうぞ。

農協の販売に対する努力が足りないという意見は、そのとおりだと思って○冨士委員：

おります。いろいろ原因はあるのですが、時の制度も一因だと思うのです。これま

で米には食管制度があり、全農は自主流通法人ということで、販売の枠組みがあっ

た。野菜も指定産地制度があって、市場を通すものだけセーフティネットがはられ

ていた。系統はその制度にのって販売を行ってきた。制度以外の流通は、どうぞご

勝手にと言わんばかりだった。

しかし、今は、本日説明のあったとおり、直販あり、企業との直接契約ありと流

通形態が多様化しているわけです。市場流通ばかり推進しない、多様な流通形態に

対応したセーフティネットを公平に構築していくこと、販売の足枷にならないよう

していくことが必要ではないかと考えているところです。
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どうもありがとうございました。今日は制度に関して随分踏み込んだご指○鈴木座長：

摘が多いようですが、（成清委員挙手）成清委員どうぞ。

まず先程の「民間だ」と言った意図ですが、農協も全農も運営に関して国○成清委員：

からの税金で賄っているのではなく、自らの収益で賄っているという意味です。公

益性についての話ですが、他の国内の法人と同様で、農協系統が社会的な存在であ

ることは間違いない訳ですが、扱っている仕事の中身から他の事業体と比較して、

やや公益性の色彩が強いと思ってはおります。ですが全農、農協が国民に対して食

料を安定供給する義務を負っているとまでは思わない。だからといって努力しない

という訳ではないですが。

また、世界的にも国内的にも消費者のニーズが変化している中で、我々の業務の

仕方を抜本的に見直さねばならないときに来ていると思うし、既に見直しているＪ

Ａはが野のような例もある。リンガーハット鎌田さんの言われた人の問題について

は、我々農協は色々な分野・事業を行っているものですから、どうしても短期間で

異動させることが多い。これはお付き合いを願っている取引先にとってはご指摘の

とおりということになります。そういうことを含めて、これまで数十年にわたるビ

ジネスモデルは変えていかなければといけないと思っております。

どうもありがとうございました。杉山委員、何かありますでしょうか。○鈴木座長：

マーケティングの話の中で規格の話が出ましたが、現実問題として市場流○杉山委員：

通の中で作られた規格が大半を占めている現状があります。規格に関して実需者の

個々のニーズに対応できれば良いが、一つひとつ対応していくのはなかなか難しい。

それが対応可能になれば、市場流通の割合は減っていくのではないかと思います。

また、市場流通が減ったら減ったで問題もあるわけで、実際に昨年の夏のナスで

あった例ですが、市場に流通する量が激減して結果として市場に出荷した方が高値

になった時もありました。そうした市場と実需者の間で価格設定にギャップが生じ

るという問題もあり、そのあたりも考慮しないといけない。

それから半官半民の話がありましたが、我々としては、国から税金が投入されて

いる訳ではなく、民間として活動しているのが現状です。以上です。

どうもありがとうございました。柴田委員、どうでしょう。○鈴木座長：

前回と今日と、新たな芽ということで取り組んでおられる方々からヒアリ○柴田委員：

ングの発表を聞いて非常に参考になりました。ＪＡはどこもかしこも全国一律では

無いし、先程から皆さん言われている各課題について、うまく対応している優良な

ＪＡもあります。ただ、共通した問題は、目に見える部分、つまり施設なりシステ

ムなり数字なりは事例報告で理解できるのだけど、目に見えない部分、つまり事業

マインドや人材育成が共通課題であり、大切ではないかと思います。

人材育成のために、こうした様々な優良事例を表に出すことも必要だけど、併せ
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て失敗例を出すことも必要ではないかと思います。ＪＡシンセラの説明資料８ペー

ジ目に失敗談が箇条書きになっていますが、これが気になったので、差し支えなけ

ればこの辺りをもう少し伺ってみたいのですが。

あまりお話ししたくないところではありますが、参考になればと思います。○佐々木氏：

１つ目の農産物交換交流事業ですが、平成７年時のお話しです。我々東北だもの

ですから、特に冬場は直売所に地元産の商品がない時期がありまして、そうした時

に全国の農協と連携して直接農産物を入荷してみたんです。今ですと全国的な直売

所組織があってうまく行くのですが、当時はまだそうした仕組みができていなかっ

た。このため、実際に入荷してみると市場品より質が悪かったり、更に市場品より

高いケースも多々あり、その後一時取引を中止していたことがあります。あまり時

期尚早な事を行っても失敗をすると、そういう事例です。

２つ目の多店舗展開ですが、直売所が儲かるので、急激に多店舗展開をして店を

増やしたんですね。それでまた出したところが好評で、マスコミも取り上げて繁盛

店になった。そうすると生産が追いつかなくなって、お客さんが来るのに販売品が

ないという状態に陥った訳です。結局４店舗まで展開したのですが今は２店舗まで

減らしました。直売所は基本的に仕入れを行うわけではないので、出荷してもらえ

る生産者をしっかりと見つけて確保しないといけない。

３つ目の日本一早い新米ですが、平成５年の大冷害の時に、平成６年産用の種籾

がなかったものですから、石垣島で平成５年１１月に植えて平成６年５月に収穫し、

それを種籾にした経緯がありまして、その後も交流を深めてきたわけです。そこで

石垣島で岩手と同じひとめぼれを生産して、日本一早い米ということで６月に新米

を売り出したんです。ところが種は岩手と同じひとめぼれなのに、石垣島は高温で

すので米の水分量が少なく、かつ完熟前に収穫するため、新米で水を少なくして炊

いたらおいしくなかった。非常に不評を買ってしまったわけです。

４つ目の蕎麦ビールですが、そばが売れない時期があり、そばでビールを造った

が、春から初夏にかけては農作業が忙しく、盆過ぎに仕込んで売り出したんです。

最初は物珍しさもあって売れたんですが、岩手は９月に入ると急に涼しくなるので、

その頃には途端にビールが売れなくなり、大量に廃棄処分したことがあります。販

売するに当たっては、時季を見極めることが大切だと実感した事例です。こんなと

ころです。

どうもありがとうございました。齊木委員お願いいたします。○鈴木座長：

今日は制度の話も出たのですが、私の知らない世界ですので非常に勉強に○齊木委員：

なりました。私の方からは、人の話をさせていただきます。仕事柄、「商品をどう

売っていくのか」という観点から、「営業力強化」についてご支援する機会が多く

あります。そのときに必要なのは、４つあります。１つ目に営業担当者個々の「ス

キルアップ」、２つ目に各営業担当者の動きを把握する「マネージメント」の部分、

３つ目に各営業担当者がどう動くのか、どういうスキルが必要なのかを考える「営
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業企画力」のアップ、４つ目にそれらの最上位にある「営業戦略」、この４要素が

そろわないと「営業力」は上がらない訳ですね。それと同じ話が今回色々出てきた

と思います。

例えばリンガーハットの鎌田さんからの話に、農協担当者の異動のため、長期間

継続的な付き合いができる方が育成されていないということでしたが、それは担当

者の引継ぎシステム、すなわち２つ目の「マネージメント」に問題がある訳です。

また、農協組織がリンガーハットとの関係をどうしていくのかを考える人、４つ目

の「営業戦略」を考える人が居ないからこういう事例が起こっているのではないの

かなと思うわけです。

またＪＡはが野の例ですけど、量販店さんに付加価値販売、メリットのある販売

提案とありますけど、こういうことができる人は少ないでしょうし、そういう人を

どう育てていくのか、「営業企画力」をアップさせなければいけない。また、どの

事例を聞いても量販店さんとどのような関係を結んでいくのかという「営業戦略」

を考えるヘッドが無いという印象を受けます。

今のお話しについて何かありますでしょうか。杉山委員。○鈴木座長：

齊木委員の話は全くその通りでありまして、ＪＡはが野の場合では、担当○杉山委員：

者は自分の（担当）エリアの拡大ということでかなり事業の目的意識を持っていて

も、勉強不足の部分があり、販売力強化の部分では、全農なり市場担当者なりと一

緒になって進めていかなければ営業力・企画力の向上にはつながらないと思ってお

ります。

成清委員どうぞ。○鈴木座長：

全農としての考え方を申し上げますと、おっしゃってる事は全くその通り○成清委員：

で、先程説明しましたＴＡＣを核にして、営業活動を今後充実させていこうとして

いるところでございます。まだ発足間もないのでこれから充実を図っていく。

また営業を行おうとする際には武器となるものが必要で、全農のシンクタンク機

能となっている営農・技術センターが平塚にありまして、そこを中心に各全農県本

部等と連携してその武器を開発していこうと考えているところです。国や研究機関

との連携も強化してそこでの基礎研究等のノウハウ、蓄積も参考にしていきたいと

考えています。

ありがとうございました。ちょっと時間が押してきましたが、河野委員お○鈴木座長：

願いします。

前回はお休みして質問状という形を取ったのですが、まずご回答いただい○河野委員：

たことを感謝いたします。本日感じましたのは、様々な事業の方針を共有化し、具

体化し、見える形にすることが必要ではないかということです。本日の説明にもあ
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りましたが、農協は合併して広域化し、デメリットも多いということですが、それ

を克服していく事が必要ではないのでしょうか。

また、リンガーハットさんのお話しにもありましたが、利用者目線での生産が欠

落しているのではないか。生産から消費までのフードチェーン全体を見据えて業務

を行う必要があり、そのためにも、もっと農協から情報提供・発信を行っていくこ

とが重要だと思います。

最後に、公益性に関する点は、今、一般の企業においても公益性は非常に求めら

れており、農協系統としても重要な課題だと思います。

それでは黒田委員。○鈴木座長：

今日は色々意見が出ましたが、この研究会、まとめるにはちょっと時間が○黒田委員：

足らないかなという感じがします。

今、市場流通経由率は年々下がっておりますけど、依然として６５％ございまし

て、その市場経由に対して先程卸売市場の話が出てますけど、荷受会社さんのＪＡ

に対する要望・意見が聞けたらと思います。この研究会は経営局が主催ということ

ですが、農水省の方も市場担当を呼ばないと話が前へ進まないのではないかと思い

ます。ＪＡ出荷の２／３が市場を経由しているのが厳然たる事実なので、そこの話

を聞かないとまとめることができないのではないかと感じます。また、業務用と市

場用の野菜は全然違うので、生産者への要求も異なると思います。

そもそも論になりますけど、青果物は天候の不順等で計画生産、需給調整ができ

ないから問題が生じるわけであり、そこが一番大きな問題でもあり、事業者として

はビジネスチャンスでもあるところなんですけど。

それでは大泉委員。○鈴木座長：

今日はＪＡ側のご意見もいろいろ聞けて有意義だったと思うのですが、こ○大泉委員：

の研究会は農協の新事業像の構築ということで検討を行っています。その中で農協

では良い取組を行っているところも多数あると報告されてまして、そうした取組を

今までの制度のくくり以外で考えていくのであれば、全国一律で事業を行うという

ことは否定されることとなる訳です。行政の介入も極力なくし、農協の事業を官業

から民業へ変えていくということが新事業像なのかなというイメージを私は受けた

んですけど。間違えていたらすいません。

そうなってくると民業たる農協における公益性とは何なのかも整理すべきでない

かと。確かに河野委員がおっしゃるとおり、民業だから公益性が無いということは

あり得ないわけでして、例えば農産物流通、国民に安全な農産物を供給する事は公

益性であって、それは情報提供なのか、インフラの整備なのか、そこを整理してい

く必要があると私は思うのですけど。

それでは宇佐美委員。○鈴木座長：
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今日の事例発表はＪＡと上手に係わりながらも独自性をもった取り組み○宇佐美委員：

を行っている方々の発表で、こういう方々だからこそＪＡにモノが言えるのではと、

勉強になりました。農協もそのような独自性をもった方々を大事にしながら変わっ

ていく必要があるのではないかと思います。そういう意味では成清委員から系統と

しても新たなビジネスモデルを考えると決意表明された事は、この研究会を開催し

ている意味があったと思いました。また同時に行政側の問題もいくつか出てきたと

思います。

つい２，３日前イオンさんも農業参入というニュースも入ってきてますし、色々

チャンネルが広がりつつある中でＪＡさんもどう変わっていくのかが重要だと思い

ます。

次回研究会からは取りまとめに入ると思いますが、今日は本音ベースでの話もで

きたので、これを大事にして、ＪＡ側も行政側もきっちりまとめて良いものにして

いけたらなあと思います。以上です。

なんだか今日のまとめをしていただいたみたいですが（一同笑）、折角で○鈴木座長：

すので説明者のお三方からも一言ずついただければと思います。

２つほどよろしいでしょうか。１つは公益性の話ですが、農協は日本の最大○赤松氏：

の生産者組織である訳ですから、日本の食を担うという意味で自負を持っていただ

き、そういう意味で公益性はあるんだ、日本の食全体をリードしていくんだと言っ

て欲しいんです。また、既存の農協のインフラを員外の方を含めてどのように活用

すれば、日本の農業が元気になっていくのか考えていくことが新事業像だと思いま

す。

もう１つ、フードチェーンの問題。顔の見える関係というのは、ただ生産者の顔

写真を貼るだけではなく、出発点の生産者と最終者の消費者との橋渡し、直接関係

を持つことが必要ではないかと。消費者が全てが正しいというわけでもなく、規格

の簡素化でも互いのニーズをどう合わせていくか、どうコストを下げていくかを考

えていく、農業が元気になれるよう生産者と消費者のコミュニケーションを拡大す

る、そういう活動が必要なのではないかと思うわけです。

ＪＡに所属していようがいまいが、生産者は基本的に変わらないと思います。○鎌田氏：

我々は、（ＪＡ組合員であろうと、非組合員であろうと）生産者に対してどういう

風にお手伝いできるか考えているわけです。国が今自給率を５０％まで引き上げよ

うとスローガンを掲げていますけど、そう簡単に自給率は向上しない。その中で各

段階の事業者、行政でできることをそれぞれ考えなければならないと思うのが本音

です。生産者は生産者のできること、我々は我々でできることを考えて実行してい

きたい。

我々も海外で購入していたものを何とか国内でできないかと取り組んではいるも

のの、必ずしも国内産だから安全、安心ということが保証されていないと思います。
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これについても（国や生産者と）一緒に取り組んでいきたいなと思っております。

以上です。

私たちは末端にいる生産者ですので、我々にできることを頑張っていきた○佐々木氏：

い。同時に、それぞれの立場で自給率を上げるためにがんばって欲しいと思います。

採算があえば、まだまだ農業をやりたいと思っている人は居るわけですし、採算性

があっている地区は後継者もいる。逆にそうでないところはリタイアしていってい

る。遠回りではあるが農村も活性化していくと思いますのでよろしくお願いしたい。

まだまだ議論を続けたいところではありますが、時間を過ぎているので、○鈴木座長：

このぐらいにしまして今日の議論を終了したいと思います。本日も貴重な意見、論

点、建設的な議論ができましたことを御礼申し上げます。今日は特に行政への要望

といいますか、システムの問題、コールドチェーンの問題、公益性の問題色々あり

ましたが、事務局の方で論点を整理していただければと思います。前回にもお話し

ましたとおり、議事及び配付資料につきまして公開を原則することとしております

のでご了解ください。

最後に事務局から次回の研究会の日程についてお話しいただきたいと思います。

本日は熱心にご議論頂きましてありがとうございました。ヒアリング○協同組織課長：

にご出席していただいた方々もお忙しい中ありがとうございました。今回ございま

したご質問につきましては、次回に資料を提出していきたいと考えております。

今座長からお話しが出てきましたように、次回は、これまでの皆様からの論点等

を整理しまして、自由討論を行っていただきたいと思います。なお、次回の日程に

つきましては、委員の皆様のご都合を既に伺った結果、８月２４日月曜日の午後２

時からとさせていただきます。場所については、本日と同じくこの第２特別会議室

です。

それでは本日の研究会はこれで閉会とさせていただきます。どうもありが○鈴木座長：

とうございました。


